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労働者派遣法改正法案の衆議院可決に抗議する要請

　労働者派遣法改正法案は“生涯派遣で低賃金”の派遣労働者を拡大させるとともに、現在の派遣労働者の雇用不安を増大させる内容である。審議の中で、直接雇用化などの「雇用安定措置」の実効性が全くないことなど、問題点が次々と明らかになってきたにもかかわらず、十分な審議が尽くされないまま衆議院可決に至ったことは誠に遺憾である。

同法案は、企業にとって“安くて使い勝手のよい”派遣労働を一層拡大させようとする改悪法案と言わざるを得ない。また、労働者派遣制度の２つの世界標準の考え方である、「派遣は臨時的・一時的業務に限ること」及び「均等待遇」の両方を満たしておらず、低処遇を放置したまま常態的な間接雇用法制を実質的に導入するものである。さらに同法案が成立すれば、現行では派遣期間制限の対象外である専門26業務の派遣労働者も雇用打ち切りのリスクに晒されることとなり、派遣労働者の雇用不安が一層強まることは明らかである。

　

　我々は、これ以上低賃金・不安定雇用労働者を増やすべきではないとの観点から、労働者保護を後退させる同法案の衆議院可決に強く抗議するとともに、法案を速やかに撤回し、派遣労働者の雇用安定や処遇改善に向けた「派遣期間制限の実効性確保」や「均等」待遇原則の導入をはかるよう再度審議し、必要な対応を行うよう要請する。　

